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タイにおける住民参加によるプライマリヘルスケア

―特に日本の援助による公衆衛生活動―

樂得 康之 小早川隆敏 中原 俊隆

　開発途上国に対する日本の国際保健協力は，衛生環境の改善，熱帯感染症の予防，最新医療機材を備えた

病院の設立，医療専門家の派遣等が中心であり，開発途上国における地域住民の自主的参加によるPHC活

動がおざなりにされてきたように思える。保健医療の分野ではこの住民による自主的参加を基本とした地域

保健活動でなければその効果を充分に挙げることはできない。つまり，日本の高度な最新医療技術の導入は

一部の都市住民には福音となるかもしれないが，多くの地域住民はその恩恵を受ける機会が少なく，地方農

村部まで広く普及させることは困難である。

　タイ国では，住民参加（Community Participation）によるPrimary Health Care（PHC）活動を1985年より

開始した。それは以下の3項目を柱とするものであった。

(1)　Village Health Volunteers（VHV）とVillage Health Communicators（VHC）の養成および活動

(2)　Health Centerの設立および運営

(3)　Drug Cooperative System（DC）の設立および運営

　これ以前日本側のPHC活動として，1976年よりタイ・チャンタブリ県の農村にてタイ・日本・パートナ

ーシップに基づく「タイ地域保健活動向上計画プロジェクト」を開始した。また，1982年よりJapan Inter-

nationalCooperation Agency（JICA）による第三国研修が実施されるようになった。

　このタイと日本の両政府の協力のもとで実施したタイ農村におけるPHC活動が10年の歳月を経た現在，

これまでの反省等を踏まえた上で，今後のPHC活動がどうあるべきかを再考すべき時ではないかと思われ

る。
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